　　　　　　　　　　「特定施設入居者生活介護」事業をお考えの方へ　　　　　　　　（Ｒ７．１）


　新規に事業を始められるに当たっては、施設が人員基準、運営基準及び設備基準等に適合しているかを確認させていただくため、事前協議を行っております。

　ついては、施設の建築又は改修前に以下の書類をご用意の上、第１回目は、法人の代表者（代理人のみは不可）にご同席いただき、事前協議を行っていただきます。（事前協議は、毎月１２日から１９日の期間に行います。事前協議には、予約が必要ですが、大変予約が混み合っておりますので、あらかじめ予約に十分期間をおいた上で相談してください。）

１　協議に必要な書類

　（１）特定施設入居者生活介護事業計画書（協議様式１）

　（２）特定施設入居者生活介護施設整備チェックリスト（協議様式２）

　（３）（別紙様式）特定施設入居者生活介護事業所指定に係る意見書（市町村が必要と記入した意見書）
　（４）市町村との協議記録（協議様式３）

　（５）建築確認担当課との協議事項【池田市･豊能町・能勢町用】（協議様式４）又は

建築確認担当課との協議事項【箕面市用】（協議様式４）

※「池田市・豊能町・能勢町」と「箕面市」と様式が異なります
　（６）消防署との協議記録（協議様式５）

　（７）土地及び建物の図面、消防設備図面（スプリンクラー・火災報知機・２方向避難階段等記載のもの）

　（８）近隣の住宅地図等（施設周辺の様子がわかるもの）

　（９）現況の写真

　（10）土地及び建物登記簿謄本（新築の場合、建物登記簿謄本を除く）

　（11）基本的には、事業計画段階のため賃貸借契約書（案）の写し、契約を締結している場合には、

賃貸借契約書の写し（土地又は施設が賃貸の場合）

２　事前協議の受付期間等について

　（１）受付期間

　　　　事前協議の受付期間はHP「事前協議が必要な居宅サービス事業者等の受付期間等について」を参照ください。
　（２）事前協議から指定までの流れ

	時　期
	事業者
	市町村
	広域福祉

	事前協議
	
　・場所、建物の構造

　・事業計画

　・法人の概要

・事業開始予定　等



　　　　
	　　　　　　　　　　

・立地場所の確認

・意見書作成に関する

　事業計画の確認

当該市町村での事業実施の可否

・ヒアリング等を行い内容を確認する


	　　　　　　　

・施設設備基準等に係る一定の確認

・事業計画の確認

・立地場所の確認

	開設準備
	
	
	

	申　請
	
	
	


	事業開始
	
	
	


広域福祉課では、特定施設について、所在の市又は町の介護保険事業計画に定める計画数を超えることとなる場合には、新規の事業所の指定を行わないこととしています。


なお、計画数を超えない場合であっても、指定にあたっては、市町村長が必要な事業所であると意見書により認めた施設でかつ防災面にすぐれた施設（規模の大小に係らずスプリンクラー、火災報知機、２方向避難路などの消防設備を有する建物）に限られます。
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